
 48

 

 

１ 児童虐待防止対策の充実 

羽幌町においては、養育支援を必要とする家庭を早期に把握し、情報の提供、相談、調査、指

導、関係機関における情報の共有を実施し、教育・保育関係施設や民生児童委員等と協力しなが

ら子ども虐待の発生予防をするほか、早期発見、早期対応に努めます。また、児童相談所の権限

や専門性を要する場合には、遅滞なく介入を求められるよう、関係機関との連携を強化し、密接

に情報を共有していくことが不可欠です。 

 

①関係機関との連携及び羽幌町における相談体制の強化 

羽幌町における子ども・子育てに関する相談体制は、福祉課をはじめ、「健康支援課」「社会教

育課」「学校管理課」の各行政機関のほか、認定こども園、幼稚園、小中学校などにおいて、子ど

もに関わる相談ができる体制になっています。これら相談体制により、子どもが安心して安定し

た家庭を含む社会生活を送ることができるよう環境整備に努めています。 

また、子ども虐待の発生予防、早期発見、早期対応等のためには、これらの相談体制をもとに

関係機関の連携並びに情報の収集及び共有により、子育て世帯への支援を行う必要があります。 

関係機関との情報共有、連携により、実際の子ども虐待事例への対応をはじめ、要保護・要支

援児への組織的な対応及び評価を確保し、関係機関へ専門性を有する職員の配置や、都道府県等

が実施する講習会等への参加等を通じた体制の強化及び資質の向上を図ります。 

さらに、一時保護などの実施が適当と判断した場合や児童相談所の専門性や権限を要する場合

には、児童相談所長などへの通知を行うほか、児童相談所に適切に援助を求めつつ、道と相互に

協力して、子ども虐待による死亡事例等の重大事例の発生を食い止める体制を強化していきます。 

 

②発生予防、早期発見、早期対応等 

子ども虐待の発生予防、早期発見、早期対応等のため、健康診査や保健指導等の母子保健活動

や地域の医療機関等との連携、乳児家庭全戸訪問事業（こんにちは赤ちゃん事業）や地域子育て

支援拠点事業を通じて、妊娠、出産及び育児期に養育支援を必要とする子どもや妊婦の家庭を早

期に把握するとともに、特に支援を必要とする場合には、養育支援訪問事業等への速やかかつ適

切な支援につなげるようにします。また、児童福祉、母子保健の各担当部局が日頃から緊密な連

携を図るとともに、医療機関とも効果的な情報の提供及び共有を行い、連携体制を強化していく

必要があります。さらに地域資源や児童委員をはじめ「地域のちから」を活用して子ども虐待の

防止に努めます。 

 

主な内容 

○羽幌町要保護児童対策地域協議会を通じた関係各機関との連携 

<次世代育成行動計画関連事業>  羽幌町要保護児童対策地域協議会の充実 

第７章 子ども・子育て支援関連施策の推進 
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２ ひとり親家庭の自立支援の推進 

ひとり親家庭の自立支援は、子育て短期支援事業、母子家庭等日常生活支援事業、保育及び放

課後児童健全育成事業の利用に際しての配慮等の各種支援策を推進するほか、母子及び父子並び

に寡婦福祉法、同法に基づく国の基本方針及びこれに即して道が策定するひとり親家庭等自立促

進計画等の定めるところにより、子育て・生活支援策、就業支援策、養育費の確保策及び経済的

支援策を四本柱として総合的な自立支援を推進します。 

 

主な内容 

○児童扶養手当やひとり親家庭等医療費の助成など 

 

<次世代育成行動計画関連事業> 

児童扶養手当の支給、ひとり親家庭等医療費の助成、ひとり親家庭への援助の充実など 

３ 障害児施策の充実 

障がいの原因となる疾病及び事故の予防、早期発見並びに治療の推進を図るため、妊婦及び乳

幼児に対する健康診査の受診並びに学校における健康診査等の実施を推進することが必要です。 

また、障がい等により支援が必要な子どもの健全な発達を支援し、身近な地域で安心して生活

できるようにする観点から、自立支援医療（育成医療）の給付のほか、年齢や障がい等に応じた

専門的な医療や療育の適切な提供が必要です。また、保健、医療、福祉、教育等の各種施策の連

携により、在宅支援の充実、就学支援を含めた教育支援体制の整備等、一貫した総合的な取り組

みを推進するとともに、専門関係機関等による地域支援・専門的支援の強化や障害児通所支援事

業を通じた障がい等による特別な支援が必要な子どもと、その家族等に対する支援の充実が必要

です。 

さらに、自閉症、学習障害(ＬＤ)、注意欠陥多動性障害(ＡＤＨＤ)等の発達障がいを含む障がい

のある子どもには、障がいの状態に応じて、その子の可能性を最大限に伸ばし、その子が自立し

て社会参加するために必要な力を養うため、教諭や幼児保育士など子どもを支援する職員の資質

向上を図りつつ、一人ひとりの希望に応じた適切な教育上の支援等を行う必要があります。 

 

そのためには、乳幼児期を含め早期に適切な相談が受けられるよう保護者に十分な情報を提供

していく必要があります。幼稚園、認定こども園、小中学校等においては、保護者を含めた関係

者が教育上必要な支援等について共通理解を深めることで、保護者の障がい受容及びその後の円

滑な支援につなげていくことが重要です。併せて、本人と保護者、行政、教育委員会、学校等が、

教育上必要な支援等について適切な連携、相談体制により合意形成を図ることが求められます。 

特に発達障がいについては、社会的な理解が十分になされていないことから、適切な情報の周

知が必要であり、さらに家族が適切に子育てを行えるよう家族支援を行うなど、留萌中部地域子

ども発達支援センターや放課後等デイサービス事業所、相談支援事業所を含めた関係機関と連携

を密にして、支援体制整備を行うことが必要です。 
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特定教育・保育施設、特定地域型保育事業を行う者、放課後児童健全育成事業を行う者等は、

障がい児等特別な支援が必要な子どもの受け入れを推進するとともに、受け入れに当たっては、

各関係機関との連携を図ることが必要です。また、学校等からの障がい児の利用施設への移動に

ついては、子どもの障がいの程度や家庭環境を踏まえ、小学校と施設間の移送サービスの活用な

ど、子どもが安全に移動できるよう配慮が必要です。 

 

主な内容 

○留萌中部地域子ども発達支援センターの運営 

○障がい児保育に係る保育士加配への補助 

〇就学障害児移送支援事業の実施 

<次世代育成行動計画関連事業> 

就学前保育・教育（障がい児保育）、相談体制、早期療育体制の確立、教育相談体系化事業の確立、 

障害児への補装具・日常生活用具に係る費用助成、障害児通所支援事業所及び相談支援事業所の整

備・連携強化、保育士等の資質向上、障害児福祉手当の支給 など 

 

４ 仕事と生活の調和の実現に向けた取り組みの推進 

仕事と家庭を両立することができ、各々のライフスタイルに応じた多様な働き方ができる社会

は、生活に潤いと豊かさをもたらすと考えられます。仕事と生活の調和、いわゆるワーク・ライ

フ・バランスの実現のため、職場での働き方や家庭での役割分担を選択できる環境の整備や、意

識の醸成に継続的に取り組む必要があります。また、企業等民間団体に対しても、こうした取り

組みの共通理解の促進や労働環境の整備に向けた啓発を実施していく必要があると考えます。 

 

（１）働きやすい職場環境の整備 

教育・保育の施設給付や地域子ども・子育て支援事業の充実等を通じて、住民一人ひとりがワ

ーク・ライフ・バランスを実感できる環境づくりを進めます。 

 

（２）育児休業等制度の周知 

企業等民間団体への制度の周知や行政機関においても育児休業等を取得しやすい職場環境の醸

成に努めます。 

 

（３）ワーク・ライフ・バランスに関する意識啓発 

誰もが働きやすい労働環境の改善に向けた各種啓発、情報提供に努めます。あわせて、子育て

期間中を含めた男女双方の働き方の見直しを地道に問題提起していきます。 

 

<次世代育成行動計画関連事業> 

育児休暇制度等の導入促進、職場における保育環境の整備促進、事業主行動計画の策定推進 など 


